
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

古川商工会議所（法人番号 8370205000040） 

大崎商工会（法人番号 4370205001380） 

玉造商工会（法人番号 8370205001385） 

大崎市（地方公共団体コード 042153） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 ① 大崎市内の支援機関や地域金融機関と更なる連携を強化し、中小企業とりわ

け小規模事業者の持続的な発展を第一の目的とし、小規模事業者が抱える問

題、課題を深く掘り下げるとともに経営環境や経営資源を整理し、消費者ニ

ーズの把握とＩＴ化、ＤＸ化を推し進める。 

② 目標①を活用した事業計画の策定を支援し、販路拡大や売上拡大を目指し支

援を行う。 

③ 創業及び事業承継、地域資源を活用した商品事業者の販路開拓を進め、チー

ム支援を強化することにより、経営者の自己変革力、潜在力を引き出し、経

営力を強化・再構築する「経営力再構築伴走支援」を遂行する。 

事業内容 1. 地域経済動向調査に関すること 

巡回訪問によるヒアリング、又は代表者による調査票の記入後、経営指導員等が

回収したデータを整理し、中小企業景況調査を合わせ専門家の協力を得て分析し

た結果は、各会ホームページに掲載し、小規模事業者等へ情報提供する。 

2. 需要動向調査に関すること 

消費者ニーズと消費者行動及び社会環境変化における購買動向の変化について調

査・分析・フィードバックを行い、小規模事業者に対し「魅力ある商品づくり」

等による新たな販路開拓・新商品開発を支援する。 

3. 経営状況の分析に関すること 

自社の財務内容や販売する商品、提供するサービスの売れ筋、経営資源や技術ノ

ウハウ、強み・弱み等について、課題を抽出、明確化し事業計画の策定に繋げ

る。 

4. 事業計画の策定支援 

事業計画策定の意義や重要性の理解を浸透させ、小規模事業者が事業を持続・成

長させていくためには、専門家や地域の金融機関、経営支援アプリ等も活用しな

がら、事業計画を策定する小規模事業者や創業予定者、更に事業承継を検討して



いる事業者等の掘り起こしを図る。また、ＤＸに関する意識の醸成やＩＴ基礎知

識の習得を目的としたＤＸセミナーを開催する。 

5. 事業計画策定後の実施支援 

個々の事業者の進捗状況に合わせたフォローアップを定期的に行ない、目標と現

状のずれや、新たに生じた経営課題等の解決に向けＰＤＣＡサイクルの実行によ

り、「経営力再構築伴走型」支援を進める。 

6. 新たな需要の開拓支援 

需要動向調査で得た調査結果によるニーズに基づいた出展勧奨を行い、出展する

際は、経営指導員が事前準備から事後フォローまで伴走型の販路開拓支援を行う

とともに、継続的な運用を行う事業者に対してＤＸを踏まえた事業計画策定を進

める。 

連絡先 古川商工会議所 中小企業相談所 

〒989-6166 宮城県 大崎市 古川東町５番４６号  

TEL:0229-24-0055 FAX:0229-24-2820 

e-mail:cci_furu@wish.ocn.ne.jp 

大崎商工会 経営支援課 

〒989-6321 宮城県 大崎市 三本木字しらとり３番地の７ 

TEL:0229-52-2272 FAX:0229-52-6847 

e-mail:oosakis1@feel.ocn.ne.jp 

玉造商工会 経営支援課 

〒989-6435 宮城県 大崎市 岩出山字浦小路４０番地の５ 

TEL:0229-72-0027 FAX:0229-72-0097 

e-mail:iwade@cocoa.ocn.ne.jp 

大崎市 産業経済部 産業商工課 

〒989-6188 宮城県 大崎市 古川七日町 1 番 1 号 

TEL:0229-23-7091 FAX:0229-23-7578 

e-mail:shoko@city.osaki.miyagi.jp 
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（別表１） 

【経営発達支援計画】 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

 ①現状 

・大崎市の概況 

 大崎市は、宮城県の北西部に位置し、平成１８年３月３１日に古川市、松山町、三本木町、

鹿島台町、岩出山町、鳴子町及び田尻町の１市６町が合併し誕生した人口１２５，９８８人（令

和４年９月１日現在）、総面積７９６．８１ｋ㎡の市である。 

 大崎市の北西部に奥羽山脈を望み、荒雄岳を源とする江合川と船形連峰を源とする鳴瀬川

が広大な平野部を流れ、肥沃な水田農業地帯「大崎耕土」を形成しており、この地域で育まれ

てきた農業システムや農耕文化などが、平成２９年に世界農業遺産として国際連合食糧農業

機関（ＦＡＯ）から認定を受けている。 

 大崎市内の南北にＪＲ東北新幹線とＪＲ東北本線、東西にＪＲ陸羽東線の鉄道網と南北に

東北縦貫自動車道と国道４号、東西に国道４７号、国道１０８号及び国道３４７号の道路網が

あり、太平洋と日本海、東北と首都圏を結ぶ交通の要衝となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・古川商工会議所・大崎商工会・玉造商工会の区分 

 先述したとおり、大崎市は平成１８年３月３１日に古川市、松山町、三本木町、鹿島台町、

岩出山町、鳴子町及び田尻町の１市６町が合併し誕生している。古川商工会議所は旧古川市

を、玉造商工会は旧玉造郡の旧岩出山町、旧鳴子町を、大崎商工会は旧志田郡の旧松山町、旧
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三本木町、旧鹿島台町、並びに「飛び地」となっている旧遠田郡田尻町を管轄している。 

 

・人口の推移 

 大崎市の人口は、国勢調査によると総人口は２０００年（Ｈ１２）をピークに減少し、２０

１５年（Ｈ２７）では１３３，３９１人となっており、その後も減少は続いている。 

 ２０２０年（Ｒ２）以降の推計値では人口減少が更に進み、総人口は２０１５年（Ｈ ２７）

と比較して２０２５年（Ｒ７）に９５．０％、２０３５年（Ｒ１７）に８８．２％に、 

２０４５年（Ｒ２７）に７９．３％になると予測されている。 

 また、令和３年度６月に宮城県が公表した令和２年国勢調査結果速報によると２０２０ 年

（Ｒ２）で１２５，９８８人となっており推計値を下回っている。 

 

図表 人口の推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：１９８０年（Ｓ５５）から２０１５年（Ｈ２７）は総務省『国勢調査（基準日１０

月１日）』、２０２０年（Ｒ２）以降は国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来

推計人口（平成３０年３月推計）』 
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出典：総務省『国勢調査２０１５年（Ｈ２７）』 

  国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別推計人口（平成３０年３月推計）』 

 

・地域資源 

大崎市には、農畜産物、歴史、文化、自然、観光資源など豊富な地域資源がある。 

 田尻地域には約２，０００本の桜が咲く加護坊山、三本木地域には東北では一番、全国的に

見ても北海道の北竜町に次いで日本で二番目の規模の約４２万本が咲くひまわりの丘、松山

地域には２２種類２０万本のコスモスが咲く松山御本丸公園コスモス園、鳴子温泉地域には

菜の花、古川地域には藤の緒絶川や彼岸花の羽黒山があり、四季の花々に満ちている。 

 古川地域の「化女沼」や田尻地域の「蕪栗沼・周辺水田」が「特に水鳥の生息地として国際

的に重要な湿地に関する条約」（通称：ラムサール条約）として登録を受けており、渡り鳥の

越冬地として多くのマガンやヒシクイ、オオハクチョウが訪れている。 

 若き日の伊達政宗が居城した岩出山地域には岩出山城跡や江戸時代に岩出山伊達家の家臣

子弟の学問所であった「旧有備館及び庭園」、更に平成２８年１１月に「世界かんがい施設遺

産」に登録された歴史ある農業用水路「内川」などが現存、松山地域には伊達家の家臣であっ

た茂庭氏が築いた城下町、鳴子温泉地域には、松尾芭蕉が歩いた奥の細道や尿前（しとまえ）

の関（旧尿前御番所）跡、鹿島台地域では、毎年春と秋の年２回開催される東北一の規模を誇

る伝統の互市などが、今日に受け継がれている。 

 鳴子温泉地域には、日本国内にある旧泉質１１種類のうち９種類の泉質を有し、日本経済新

聞の「日本百名湯」に選出されたほか、平成１９年には月刊誌『旅の手帖』の「『青春１８き

っぷ』で行く温泉番付」において東の横綱に選ばれている。また紅葉が美しい、宮城県指定名

勝「鳴子峡」などの豊かな自然に恵まれ多くの観光客が訪れている。更に、平成２８年９月に、

近代の土木施設を表彰する「選奨土木遺産」に認定された鳴子ダムも立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域産業 

大崎市の就業人口は１９９５年（Ｈ７）をピークに減少傾向にあり、２０１０年（Ｈ２２）

では６３，３１２人まで減少しましたが、２０１５年（Ｈ２７）には６５，９４２人に増加し

ている。 

 産業別就業人口をみると、第１次産業については１９８５年（Ｓ６０）の１５，８９８ 人

（２３．７％）から減少し、２０１５年（Ｈ２７）では５，４１０人（８．２％）となってい

る。第２次産業については、２０００年（Ｈ１２）をピークに減少し、２０１５年（Ｈ２７）
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では１９，３８４人（２９．４％）となっている。第３次産業については、人口は平成２２年

に減少に転じているものの、構成比は増加傾向にあり、６０．２％となっている。 

図表 産業別就業人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省『国勢調査２０１５年（Ｈ２７）』 

産業大分類別事業所数をみると、第１次産業では「農業」は横ばい状態。第２次産業では、

「建設業」が減少傾向となっている。第３次産業では、「金融業，保険業」は減少傾向、「医

療・福祉」は増加傾向となっている。 

図表 産業大分類別事業所数の推移 

出典：総務省『経済センサス２０１６年（Ｈ２８）』 

 

平成２４年 平成２６年 平成２８年 

事業所数 

うち 

小規模事

業者数 

事業所数 

うち 

小規模事

業者数 

事業所数 

うち 

小規模事

業者数 

総  数 5,792 4294 5,943 4412 5,813 4216 

農林漁業 58 46 66 59 63 53 

鉱業・採石業・砂利採取業 6 6 6 6 4 4 

建設業 657 611 656 610 632 588 

製造業 409 314 423 332 399 310 

電気・ガス・熱供給・水道業 4 1 5 2 7 3 

情報通信業 26 24 24 23 20 19 

運輸業・郵便業 160 116 168 128 163 116 

卸業・小売業 1,620 1100 1,642 1092 1,599 1049 

金融・保険業 114 100 89 75 86 74 

不動産業・物品賃貸業 253 249 250 247 233 232 

学術研究、専門･技術サービス業 160 117 158 113 163 112 

宿泊業・飲食サービス業 761 536 777 563 763 537 

生活関連サービス業・娯楽業 598 504 615 517 612 515 

教育・学習支援業 133 95 161 129 159 109 

医療・福祉 365 157 437 199 449 189 

複合サービス業 34 20 49 19 46 17 

その他サービス業 434 298 417 298 415 292 
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【農業】 

大崎市平野部の肥沃な大地「大崎耕土」は、古くから米の生産が盛んであり、「ササニシキ」

や「ひとめぼれ」の二大ブランド米が誕生した穀倉地帯で、平成２９年には世界農業遺産に認

定され、また、大豆の生産についても生産量及び作付面積は本州で１位となっている。 

 大崎市の農業は、水稲などの土地利用型農業の経営が多く、施設園芸や畜産等を含めた複合

経営も行われている。また、大崎発の世界農業遺産ブランド米「ささ結」など環境に配慮しな

がら、食味を重視した高付加価値の米も消費者に高評価を得ている。更に、地域の特性を生か

した、「鳴子の米プロジェクト・ゆきむすび」、「ふゆみずたんぼ米」、「シナイモツゴ郷の

米」等の取り組みも行われている。 

 農業を取り巻く情勢は、農業従事者の減少と高齢化、担い手不足、耕作放棄地の拡大、グロ

ーバル化、気候変動による自然災害の多発化、ＣＳＦ（豚熱）１４の発生など、大きな環境変

化に直面している。加えて、食の多様化や新型コロナウイルス感染症等の影響により、農畜産

物の需要の減少を引き起こすなど、国内外での競争力の強化や、地産地消の強化などが必要と

なっている。 

有害鳥獣対策については、近年、イノシシ等の増加とともに各地域で被害が拡大しており、

更なる鳥獣被害対策を強化する必要がある。 

 さらに、気候変動による自然災害対応として、広大な大崎耕土を活用した田んぼダムなど、

グリーンインフラを活用した防災・減災の取り組みの普及が課題となっている。 

 

【林業】 

大崎市の森林面積は約４３０ｋ㎡と広大であり、総面積の約５４％を占めている。森林のも

つ保水力は、本市の基幹産業である農業にとって重要な役割を担っており、さらには洪水防止

機能も有している。 

 しかし、人工林資源が本格的な利用期を迎える中、木材価格の低迷などによる就労者の減少

と高齢化、管理されていない森林の増加等、森林の機能が十分に発揮できていない現状にあ

る。このため、森林経営計画による施業の実施や森林の経営管理の集積、担い手となる林業経

営体の育成が必要となっている。また、森林整備では、スマート林業や列状間伐、再造林の推

進により、効率化が求められている。 

 森林の多面的かつ公益的な機能が発揮され、２０５０年カーボンニュートラルの達成やＳ

ＤＧｓの達成に貢献できるよう、適正な森林整備の推進が必要となる。 

 また、地域産材での住宅建築の促進、ＣＬＴの活用等，木材の地産地消を図ることが必要と

なる。 

 さらに、協働の森づくりにより、市民の森林に対する理解を広めるとともに、景観や保健休

養機能などを生かした観光との連携、また、今後は国定公園・温泉地等と連携したワーケーシ

ョンや農泊・林泊の推進等により、森林の多様な活用を図る必要がある。 

 

【商業】 

 大崎市の商業については、大規模小売店舗の郊外への進出や東日本大震災での店舗の被災

により、地域商店街の衰退がみられ、中心市街地の空洞化がますます進んでいることから、空

き店舗の活用による商店街の新たな魅力づくりなど、商店街への誘客、事業承継に向けた取り

組みが必要となっている。 

 大崎市全体を見渡してみると、大崎市統計書（令和３年版）によれば、商業（卸売・小売業）
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の事業者数と従業者数は、震災前の平成１９年と平成２８年を比較すると、事業所数は１，９

１０者から１，４０９者と５０１者の減少、従業者数が１２，６３２人から９，１２９人へ３，

５０３人の減少となっているが、平成２６年以降、事業者数・従業者数ともに徐々に回復傾向

にあり、年間商品販売額は、平成１９年の２，５９５憶円から、平成２８年調査では２，７８

３憶円へと１８８億円の増加となっており、これは建築材料、鉱物、金属材料等卸売業と機械

器具卸売業及びその他の卸売業や自動車・自転車小売業の増加であり、製造業への需要増加に

伴う原材料供給と東日本大震災の復興需要によるものである。 

また、地域の商業を支える小売業者については、新型コロナウイルス感染症の影響による消

費者需要の低迷に加え、人口減少社会の到来による社会構造の変化などもあり、事業者を取り

巻く経営環境は厳しいものとなっている。 

 

【工業】 

大崎市の工業については、成形金型、電子部品、建築資材の製造メーカー等の一定規模の集

積が見られ、総合電子部品メーカーの研究機能が古川地域へ集約するなどの動きがあるもの

の、家電などの民生品製造拠点の海外移転が進んでいることから、安定的な受注を得るため異

業種への参入が必要となっている。 

 このような中で、自動車製造メーカーの県内進出を機会に、自動車関連産業の集積化によ

り、一定の仕事量の維持や次世代自動車に向けた自動車部品の電子化による地元企業の参入

可能性の拡大が期待できる。また、地域産業の持続的な発展のため、「ＮＰＯ法人未来産業創

造おおさき」と連携し、企業間連携のマッチングや製品開発、地場企業支援，自動車関連産業

を含めた異業種への参入など、内発型の工業振興を図ることが求められている。 

 大崎市は、一定の人口規模と都市機能を有し、一定の産業集積が図られている優位性を生か

し、更なる雇用の場を形成するため、雇用機会の創出と人材確保に向けた事業を展開すること

が必要となっている。 

 大崎市統計書（令和３年版）によれば、大崎市全体の製造業（従業員４人以上の事業所）の

製造品出荷額は、震災前の平成２０年調査では約２，３１８億円だったものが、令和元年調査

で約３，２６３億円と、隣接地域へのトヨタ関連企業の進出やアルプスアルパイン㈱（昭和３

９年９月古川工場稼働）の好調を物語った数値を示している。その一方で、大崎市及び周辺地

域の成形金型、電子部品製造等の事業者は、アルプスアルパイン㈱から独立開業し、外注子会

社・孫請け会社として製品を納品しているケースが多く、アルプスアルパイン㈱の業績により

景況が左右されている。 

 

【観光】 

大崎市は自然、温泉、歴史、食、文化など多様な観光資源を有しており、多くの観光客が訪

れているが、観光入込客数は平成２１年をピークに減少傾向となっている。 

 特に新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年及び令和３年は、観光客が激減して

おり、観光事業者にとっては大変厳しい状況となっている。 

 また、観光を取り巻く現状は、旅行の形態が団体から個人へ、周遊型から滞在型へと変化し

ているほか、旅行目的も個人の嗜好で多様化していることから、旅行者のニーズに柔軟に対応

することや、観光地の特徴に高い付加価値を加えるなど、他の観光地との差別化を図り旅行客

の満足度を高めることが求められている。 

 当面は、ウィズコロナ、アフターコロナ観光の実践を徹底するとともに、多様化するニーズ
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に合った観光地となるよう、鳴子温泉郷の再生や世界農業遺産資源をはじめ、市内各地域の観

光資源を最大限に活用した国内外からの観光客の受け入れ体制整備など、観光客の増加につ

ながる施策を積極的に展開し、地域の観光産業を活性化することが必要となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大崎市ブランド米「ささ結」  企業間連携「産業フェア」    鳴子こけし 

  

【第２次大崎市総合計画】 

大崎市では、平成２９年度に策定した「第２次大崎市総合計画」において「宝の都（ く

に）・大崎～ ずっとおおさき・いつかはおおさき～ 」を将来像に掲げ、産業振興施策にお

いては「連携・醸成・発信 次世代へつなぐ産業の創造」を重点プロジェクトに、活力あふ

れる産業のまちづくりを目指すこととしている。また、「第２次大崎市総合計画」の後期基

本計画（中間案）ではＳＤＧｓの視点を取り入れ、加えて新型コロナウイルス感染症につい

て、感染症対策、新しい生活様式やデジタルトランスフォーメーションへの取り組みを目指

している。 

（ 第２次大崎市総合計画より【１０年後の望ましい姿】を一部抜粋） 

第４章 「活力あふれる産業のまちづくり」 

第３節 にぎわいのある商工業の振興 

○ 企業立地が進み、雇用の場が拡大している。 

○ 地域経済を支える商工業が活性化している。 

○ 集客力が高まり、商店街がにぎわっている。 

○ 起業、創業しやすい環境が整っている。 

第４節 訪れたくなる観光の振興 

○本市を訪れる観光客が増加し、商店街などへの経済効果が波及している。 

○鳴子温泉郷を中心に各地域の魅力、知名度が高まっている。 

○自然や温泉、食といった観光資源の魅力が向上し、広域及び一次産業からサー 

ビス業に至る、あらゆる産業との連携が図られている。 

○体験型・滞在型観光による交流人口が増加し、二地域居住人口が増えている。 

○世界農業遺産ツーリズム（ジアスツーリズム）が確立され、交流・関係人口が 

増加している。 

第５節 安定した就労・雇用の支援 

○雇用が拡大し、安定した就労環境が確保されている。 

○働きやすい雇用環境が確保されている。 

○就労するための技術習得や支援体制が充実している。 
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第６節 魅力ある地域資源の活用と産業の連携 

○農商工連携や６次産業化の推進により、内発型産業が創造されている。 

○ 農産物などを活用した加工品、特産品が開発されている。 

○ 企業間、産学官金労言の連携により、新しい産業が創造されている。 

○ 地域産業を担う人材が育成されている。 

○ 再生可能エネルギーによる地域の活性化、地域経済への貢献が図られている。 

○ 地域資源の特徴を生かした地域ブランドの確立により、地域経済が活性化し 

ている。 

      ○世界農業遺産の地域資源を活用したジアスツーリズムの確立によって地域経済 

の活性化が図られている。 

  

【大崎市産業振興計画】 

大崎市では第２次大崎市産業振興計画は平成２９年３月に策定され、「連携・醸成・発

信・次世代へつなぐ産業の創造」を基本目標に掲げ、本計画策定から５年が経過し、産業を

取り巻く環境が変化しており、新たな施策の展開が求められていることから、第２次大崎市

産業振興計画・後期計画では、新型コロナウイルス感染症・デジタルトランスフォーメーシ

ョン等産業の創造を推進している。 

  

第３章 計画の推進プロジェクト 

第３節「にぎわいと雇用を生み出す商工業の振興」 

 具体的な取り組み 

（１）商工関係団体との連携による商工業の活性化支援 

（２）既存事業者などへの支援制度の充実による活性化 

（３）創業者、事業承継者の育成支援 

（４）自動車関連産業などの企業誘致促進 

   第４節「訪れたくなる観光の振興」  

 具体的な取り組み 

    （１）観光客の多様化するニーズへの対応と環境整備 

    （２）観光コンテンツの充実と滞在交流型観光の推進 

    （３）魅力の発信と情報発信力の強化 

    （４）地域祭りや伝統文化、交流事業による交流人口の増加 

    （５）観光関連産業団体との連携強化 

   第５節「安定した就労・雇用の支援」 

    具体的取り組み 

    （１）関係機関、企業、ＮＰＯ法人などとの連携による就労・雇用支援 

    （２）新たな就労機会の創出 

    （３）新規就労者、後継者、離職者などへの就労支援 

   第６節「魅力ある地域資源の活用と産業の連携 

    具体的取り組み 

    （１）おおさき産業推進機構による新産業の創造支援 

    （２）地域資源を活用した内発型産業創造の推進 

    （３）創業支援の強化と人材育成 
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    （４）「世界農業遺産×ＳＤＧｓ」を通じた大崎らしさの見える化を推進 

    （５）シティプロモーションの推進 

    

また、大崎市は中小企業及び小規模企業振興を重要な柱として位置づけ、地域社会一丸と

なり振興に取り組むために、平成３１年４月１日に大崎市中小企業及び小規模企業振興基本

条例を施行した。これにより中小企業及び小規模企業の振興に関する基本施策及び基本施策

に関連する事業について意見を聴取するため大崎市中小企業及び小規模企業の振興に係る円

卓会議を年２回実施している。 

  

②課題 

商業に対する振興策としては、地域住民の高齢化、人口の一極集中が進む中、また、中心市

街地にある大型店やロードサイトへの購買流出により商店街をはじめとする既存商業は疲弊

している。更に新型コロナウイルス感染症による急激な事業環境の変化により対応が求めら

れている。 

特に小規模事業者は経営資源が限られ店舗設備等が小規模で従業員も少ない。更に近年

益々消費傾向が細分化され、消費者ニーズの多様化と新型コロナウイルス感染症による事業

環境の変化について、消費者動向も把握しきれていない。 

他方、地域の過疎化や高齢化が進み、商店街が衰退し、最寄品の購入にも不便な状況となり、

特に車社会とは無縁の高齢者を含む住民の住みやすさ、暮らしやすさの維持向上のためにも

地域の商店の振興策及び個店強化の在り方を講じる構想が必要である。 

今後の課題としては、経済動向や需要動向などの情報提供を行いながら事業環境を踏まえ

た事業計画策定を進め顧客獲得や販路拡大を支援していくと共に後継者の育成や事業承継に

対するサポート推進が必要である。また、空き店舗対策としても空き店舗情報の把握、情報の

提供、新規創業者支援を充実させていかねばならない。 

また、工業に対する振興策としては、大崎市が先導し、工業団地の造成や企業誘致に力をい

れており、今後は進出企業と下請け企業の企業間連携を強化し、地場企業や小規模事業者との

技術連携も視野に入れながらアイデアや技術の共有による新商品・新事業の展開をするため

の支援を行っていかねばならない。 

建設関連では、東日本震災後、需要が停滞しつつあるので、公共事業の地元発注等の対策を

図り、持続的な経営を目指す事業計画の策定や経営基盤の強化策について支援を行っていか

なければならない。 

  

【共同申請の意義】 

 古川商工会議所、大崎商工会、玉造商工会の管轄区域は分かれているものの、同一行政区域

内であり、経済圏や生活圏はほぼ同じである。事業者が抱える課題も共通であることから、こ

れまで「大崎市中小企業及び小規模企業振興基本条例」の制定や「宝の都・大崎プレミアム商

品券」発行事業等、常日頃から情報共有をし、垣根のない経営支援体制を展開してきた。 

 内外の社会経済情勢の変化に応じて商工会議所・商工会に期待される役割も大きく変わっ

て来たとの共通認識のもと、小規模事業者の持続的な事業発展のため、小規模事業者が新たな

需要を獲得するための事業への再構築を促すことが最優先課題であり、これまで以上に経営

戦略に踏み込んだ支援を実施する必要がある。 

 経営発達支援事業の実施にあたっては、行政との連携強化や従来実施してきた経営改善普
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及事業と比べて高度で専門的な内容も含まれるため、古川商工会議所と大崎商工会・玉造商工

会がそれぞれ実施するのではなく、限られたマンパワーを活かしつつ、お互いの強みや施策・

事業の継続性を活かした共同実施体制を築き、実行力を高めなければならない。 

 本計画は、大崎市の総合計画や産業振興計画に基づき、行政・商工団体が一つとなった確か

な「支援計画」のもと、事業の効果的かつ適切な実施を目指すものである。 
 

（２）小規模事業者への中・長期的な振興の在り方 

  ①１０年程度の期間を見据えて 

【経営課題に沿った事業計画策定支援の推進】 

  中小・小規模事業者の経営環境は、頻発する自然災害や新型コロナウイルス感染症、ＩＴ

技術の進化等の課題により、事業経営に及ぼす影響が多岐にわたる近年の状況を踏まえ経

営環境に的確に対応した地域小規模事業者にとって実効性のある事業計画策定支援を実施

する。 

  

【創業・事業承継支援を通じた地域経済基盤の強化】 

創業について、創業や創業機運を高めるために、創業支援機関並びに関係団体と連携を図

りながら、「創業計画策定セミナー」開催や個別相談会の開催や地域内空き店舗情報の提供

を行いながら、創業計画書策定支援を行う。 

更に事業承継ついて、小規模事業者が抱える諸問題に対して、関係機関である宮城県事業

承継・引継ぎ支援センターや専門家と連携を図り支援ニーズを対して明確的確な支援を進

め、事業承継計画策定支援を行い、地域経済基盤の強化を図る。 

  

【商品・サービスの拡充による地場産品の販路開拓支援】 

需要開拓を目指す地域資源を活用した食品製造・販売事業者の商品について、商品の魅    

力度向上と認知度向上、販路開拓支援を図り、商談会や物産展等の出展や魅力ある商品とし

てブラッシュアップを行い、サービス改良に繋げ、ブランド力の強化と消費者ニーズに対応

した販路開拓支援を行う。 

  

②大崎市第２次総合計画との連動性・整合性 

   大崎市では、平成２９年度に策定した「第２次大崎市総合計画」において「宝の都（ く

に）・大崎～ ずっとおおさき・いつかはおおさき～ 」を将来像に掲げ、産業振興施策にお

いては「連携・醸成・発信 次世代へつなぐ産業の創造」を重点プロジェクトに、活力あふ

れる産業のまちづくりを目指すこととしている。 

  「第２次大崎市総合計画」の後期基本計画ではＳＤＧｓの視点を取り入れ、加えて新型コ

ロナウイルス感染症について、感染症対策、新しい生活様式やデジタルトランスフォーメー

ションへの取り組みを目指しており、産業振興に関する基本的な方向性を具現化した第２

次産業振興計画を策定しており、令和４年３月に第２次産業振興計画後期計画に改訂され

た。この第２次産業振興計画後期計画では、にぎわいのある商工業の振興の取り組みのねら

いとして、①地域経済を支える中小企業・小規模事業者の活性化を促進、②中心市街地や地

域商店街の活性化を促進、③創業・事業承継しやすい環境を整えると掲げており、具体的な

取り組みとして（１）商工関係団体との連携による商工業の活性化支援、（２）既存事業者

などへの支援制度の充実による活性化、（３）創業者、事業承継者の育成支援としており、
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商工会議所・商工会などの支援機関と連携を図りながら経営指導、商工業の安定化、経営課

題の解決、人材育成について積極的支援を行うこととしている。 

  また、魅力ある地域資源の活用と産業連携の取り組みのねらいとして、（１）産業間、企

業間及び産学官金などの多様な連携による新たな産業の創造を促進（２）農商工連携や６次

産業化による内発的創造の推進、（３）創業支援の強化と人材育成の推進を掲げており、更

には大崎ブランドの確立の取り組みのねらいとして（１）大崎らしさの見える化を通じたブ

ランドイメージの確立を図る。（２）地域ブランドを確立するためのシティプロモーション

と地域資源のブランド化を推進し、「大崎らしさ」の確立に向けた重要な取り組みであると

している。 

  更に、大崎市とは従来から定期的な会議開催を行うなど連携を密に図りながら、プレミア

ム商品券事業や創業、新型コロナウイルス感染症に係る事業者支援等について検討・協議を

重ね、また、第２次大崎市総合計画を踏まえた小規模事業者への支援と地域経済や産業の発

展に向けた経営改善普及事業を進めており整合性、連動性が一致している。 
 

③商工会又は商工会議所としての役割 

巡回訪問や窓口相談において小規模事業者との交わりが多く、地域における身近な相談場

所として役割を担っている。また、国、県、市の行政と小規模事業者が多数占める地域企業

との繋ぎ役でもあり、行政が実施する小規模事業者向け支援施策を普及させ、活用を促進さ

せることで経営基盤の強化に繋げるとともに、小規模事業者ニーズと問題・課題の具申提言

を行うことで行政の施策に反映させる役割も担っている。 

特に大崎市とは連携を密に図りプレミアム商品券事業や創業、新型コロナウイルス感染症

に係る事業者支援について小規模事業者支援ニーズを踏まえた具申・提言を行っている。 

このような状況を踏まえ地域の小規模事業者を取り巻く環境や経営状況を正確に把握し

ながら、経営課題を抽出し課題解決に向けた事業計画策定から実行・評価検証まで、専門家

や関係支援機関と連携を図りながら、小規模事業者の自己改革力と潜在力を引き出しながら

伴走型の経営支援を行うことが重要な役割である。 

  

（３）経営発達支援事業の目標 

大崎市の概況、地域産業（特に商工業）の状況、将来像、大崎市が策定した第２次産業振

興計画後期計画との方向性を一致させるとともに（１）地域の現状及び課題、（２）小規模

事業者に対する長期的な振興のあり方を踏まえ、ＩＴ化、ＤＸ化を取り込んだ事業計画策定

と創業・事業承継、地域資源を活用した商品を持つ事業者の販路開拓を進めるためチーム支

援の支援力強化を進め、小規模事業者が抱える諸問題に対して、明確、的確な支援を進め、

地域経済基盤の強化を図ることで、地域経済の活性化を目指すため、本計画の期間における

目標を以下の４項目とする。 
  

①小規模事業者の経営力強化に資する事業計画策定及び事業継続支援    

小規模事業者を取り巻く経営環境は自然災害に加え、感染症による脅威等により、大き 

く影響を受けており、売上減少、感染症対策、雇用維持による経営の悪化等経営課題が山積

している。このような状況を踏まえ巡回訪問と窓口相談により、小規模事業者との対話と傾

聴を通じて、個々のニーズや経営課題の把握とＩＴ化、ＤＸ化に向けた提案型支援の実践を

通して、企業力向上に向けた事業計画策定支援と策定後のフォローアップを行いながら、将
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来的な自走化を目指し、小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現するた

め、事業者が深い納得感と当事者意識を持ち、自らが事業計画を実行していくための支援を

目指す。 
 

 ②創業・事業承継の持続的継続支援 

大崎市やＮＰＯ法人「未来産業創造おおさき」等と連携を図り、創業者及び創業希望者に

対して、創業支援セミナーを開講し、創業計画書策定支援と策定後のフォローアップ支援に

ついて持続的な継続支援を行う。 

更に事業承継ついて、小規模事業者が抱える諸問題に対して、関係機関である宮城県事業

承継・引継ぎ支援センターや専門家と連携を図り支援ニーズに対して明確的確な支援を進

め、事業承継計画策定及び税制優遇措置等を活用した持続的支援を目指す。 

  

③地場産業の育成と地域資源を活用した地場産品の販路開拓支援 

商談会や物産展等の支援を通して、商品開発や新たな販路開拓の取組みを支援するととも

に、大崎市の豊富な資源を活用した物産振興策を行う。 

さらに、魅力ある商品として専門家等と連携によりブラッシュアップを進め、認知度向上

による販路開拓に繋げる。具体的には、宮城県や大崎市、宮城県商工会連合会等と連携しな

がら販路拡大を目指し、首都圏のアンテナショップへの出店や県内で大崎市が行う地場産品

販売出展と連携を図り、個別取引では困難な販路開拓と収益向上に向け事業を展開する。 

更に、鳴子温泉郷は大崎市の最大の観光資源のため、バランスの良い産業構成を目指し、

観光関連業の小規模事業者を活性化させるために、ＤＸを踏まえた支援を進める。また、

交流人口から一歩踏み込んだ関係人口を増やすことで小規模事業者の活性化を目指す。 
   

④職員の支援能力向上によるチーム支援強化 

商工会等に求められる経営指導が多様化しており、職員の資質向上は、従来の労務指導、

金融指導、記帳指導、税務指導等に加え、小規模事業者の売上、収益向上・確保、ＤＸ・Ｉ

Ｔ化に繋がる支援ノウハウの習得について求められている。個々の支援能力向上を図るとと

もに培った支援ノウハウや収集した情報について情報共有化を進め、チーム支援の体制強化

を図る。また、経営課題、経営支援ニーズが高度化、専門化している相談案件について、他

支援機関と連携を密にした小規模事業者支援を目指す。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間 

（令和５年４月１日～令和１０年３月３１日） 

 

（２）目標に達成に向けた方針 

①小規模事業者の経営力強化に資する事業計画策定及び事業継続支援    

小規模事業者を取り巻く経営環境は自然災害に加え、感染症による脅威等により、大きく影

響を受けており、売上減少、感染症対策、雇用維持による経営の悪化等経営課題が山積してい

る。このような状況を踏まえ巡回訪問と窓口相談により、小規模事業者との対話と傾聴を通じ

て、個々のニーズや経営課題の把握とＩＴ化、ＤＸ化に向けた提案型支援の実践を通して、企

業力向上に向けた事業計画策定支援と策定後のフォローアップを行いながら、将来的な自走化

を目指し、小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現するため、事業者が深い

納得感と当事者意識を持ち、自らが事業計画を実行していくための支援を目指す。 
 

 ②創業・事業承継の持続的継続支援 

大崎市やＮＰＯ法人「未来産業創造おおさき」等と連携を図り、創業者及び創業希望者に対

して、創業支援セミナーを開講し、創業計画書策定支援と策定後のフォローアップ支援につい

て持続的な継続支援を行う。 

更に事業承継ついて、小規模事業者が抱える諸問題に対して、関係機関である宮城県事業承

継・引継ぎ支援センターや専門家と連携を図り支援ニーズに対して明確的確な支援を進め、事

業承継計画策定及び税制優遇措置等を活用した持続的支援を目指す。 

  

③地場産業の育成と地域資源を活用した地場産品の販路開拓支援 

新たな需要開拓を目指す地場産品を活用した製造・販売事業者の販路開拓支援の強化を図る

ため、商談会や物産展等の支援を通して、商品開発や新たな販路開拓の取組みを支援するとと

もに、大崎市の豊富な資源を活用した物産振興策を行う。 

また、地場産品を活用した商品について、魅力ある商品として専門家等と連携によりブラッ

シュアップを進め、認知度向上による販路開拓に繋げ、更に、宮城県や大崎市、宮城県商工会

連合会等と連携しながら販路拡大を目指し、首都圏のアンテナショップへの出店や県内で大崎

市が行う地場産品販売出展と連携を図り、個別取引では困難な販路開拓と収益向上に向け事業

を展開する。 

更に、鳴子温泉郷は大崎市の最大の観光資源のため、観光振興が生み出すバランスの良 い

産業構成を目指し、後世により良い状態で継いで、観光関連業の小規模事業者を活性化させ

るために、ＤＸを踏まえた支援を進め、交流人口から一歩踏み込んだ関係人口を増やすこと

で小規模事業者の活性化を目指す。 
   

④職員の支援能力向上によるチーム支援強化 

商工会等に求められる経営指導が多様化しており、職員の資質向上は、従来の労務指導、

金融指導、記帳指導、税務指導等に加え、小規模事業者の売上、収益向上・確保、ＤＸ・Ｉ

Ｔ化に繋がる支援ノウハウの習得について求められている。個々の支援能力向上を図るとと
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もに培った支援ノウハウや収集した情報について情報共有化を進め、チーム支援の体制強化

を図る。また、経営課題、経営支援ニーズが高度化、専門家している相談案件について、他

支援機関と連携を密にした小規模事業者支援を目指す。 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

古川商工会議所並びに大崎商工会においては平成３０年に認定された第１期計画、玉造商

工会においては令和２年に認定された第２期計画に基づき、地域経済動向や業界動向に関す

る必要な情報を定期的かつ継続的に収集を実施しており、地域の景気動向や業界動向などの

小規模事業者の経営環境に関する情報を各種統計調査等外部データから収集し、更に古川商

工会議所、大崎商工会、玉造商工会がそれぞれ独自に地域小規模事業者等を対象とした景況

調査とプレミアム商品券事業に伴う事業者アンケート調査を基に、地域の経済動向調査や外

部データの整理分析を行い、ＨＰ公表や巡回訪問・窓口相談時の際に活用し、事業計画策定

など個別の小規模事業者支援の基礎資料として活用してきた。 
また、玉造商工会地域では基幹産業である観光産業に関する情報について各種観光統計よ

り業界動向や旅行に関するニーズの変化等について把握し、観光振興策の提案や商品開発、

サービス提供、販路開拓等の立案に活用し、経営課題の明確化を図ると共に、経営計画策定

の基礎資料としても活用していた。 

 
（課題） 

それぞれ団体において独自に調査しており、全体としての活用は行ってきていなかった。 

また、「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析システム）等を使ったビッグデータの活用も不足し

ていたことで、具体的な経営課題の引き出しと、地域経済全体から見た個社への支援に繋げ

ることが課題である。また、これまで実施しているものの、ビッグデータと地域動向を比較

分析し、更に個者に対応した計画的支援に活かせるよう改善が必要と考える。 

 

（２）目標 

項目 公表方法 現 5年度 6年度 7 年度 8年度 9年度 

地域経済動向調査

件数 

会報誌・HP

掲載 
185件 150件 150件 150 件 150件 150件 

地域経済動向調査
分析の公表回数 HP 掲載 １回 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回 

景気動向分析の公
表回数 HP 掲載 １回 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回 

 

（３）事業内容 

①地域経済動向調査の実施 

地域小規模事業者の経済動向を把握するため「小規模事業地域経済動向調査」を５業
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種（製造業・建設業・小売業・飲食・サービス業）に分け、売上、採算、資金繰り、業

界の業況等を個別にヒアリング調査を年一回実施する。また、日本商工会議所が毎月実

施している「ＬＯＢＯ調査」や宮城県商工会連合会が年４回実施している「中小企業景

況調査」の調査結果について専門家を交えながら独自に分析、整理し地域内の景況感を

正確に把握しながら事業計画策定の基礎資料とする。 

【調査対象】 ５業種（製造業、建設業、小売業、飲食業、サービス業） 

【調査項目】  １）売上、仕入単価、前年との業況比較 

       ２）設備投資の状況、計画 

        ３）直面している経営課題 

        ４）事業承継、環境変化に伴う影響 

【調査手法】 巡回訪問によるヒアリング、又は代表者による調査票記入経営指導員

等が回収したデータを整理し、中小企業景況調査を合わせ専門家の協力

を得て分析 

 

②地域の経済動向分析（国が提供するビッグデータの活用） 

地域内において、製造業、小売業・卸売業に対する地域経済分析システム「ＲＥＳＡ

Ｓ」等を活用した地域の経済動向分析を行い、事業計画策定の基礎資料として活用す

る。 

【調査対象】 ３業種（製造業、小売業、卸売業） 

【調査項目】 １）地域経済循環マップ/地域経済循環図地域の金銭の流れを生産、分

配、支出の三段階で分析し各段階における金銭流出、流入状況を

分析 

       ２）産業構造マップ/製造業、小売業、卸売業（消費） 

        製造業の製品出荷額、付加価値額、労働生産性を分析 

        小売り・卸売業の年間商品販売額、ＰＯＳデータ等からみる消費傾

向を分析 

【調査手法】 経営指導員等が「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析システム）等を活用し、

地域経済動向分析を行う 

 

（４）調査結果の活用            

   ○調査した結果は、古川商工会議所並びに、大崎商工会、玉造商工会のホームページに

掲載し管内事業者等に周知する。 

   ○経営指導員等が巡回指導や事業計画策定を行う際の参考資料とする。 

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

それぞれの団体おいて地域独自のブランドを立ち上げ、商品の認知度向上や販路開拓支援、

商品のブラッシュアップを行っている。また、需要動向調査についても、認定されたブランド

品に基づき、それぞれの団体において調査を行っており、既存商品の見直し、新たな販路の開

拓、新商品のブラッシュアップといった新たな需要の開拓に活用していた。 
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（課題） 

消費者の購買行動を把握するため、それぞれの団体において「消費者購買動向調査」を実施

しているが、需要動向について個社へのフィードバックが不十分であった。 

また、どのような商品を開発・製造すればよいかを把握し、それにより地域の魅力を高めて

地域内での観光業に関わる全ての中小企業・小規模事業者について売上等のシナジーを図って

いき、商品開発や販路開拓に役立てていくかが課題である。 

 

 

おおさきブランド認定商品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）目標 

項目 単位 現行 5 年度 6年度 7年度 8年度 9年度 

消費者購買動向調査 回 ５ １ １ １ １ １ 

調査対象事業者数 者 １４ ６ ６ ６ ９ ９ 

   

（３）事業内容 

①消費者のニーズを把握するための「消費者購買動向調査」の実施 

大都市仙台市含む広域商圏の消費者ニーズを測るため、生の声の聞き取りを行う「消

費者購買動向調査」を下記の展示会等にて実施する。その結果については、専門家等を

交え、分析し、当該事業者へフィードバックをするとともに事業計画策定する際の基礎

資料として活用する。 

また、「宝の都（くに）・おおさき」プレミアム商品券発行の際に実施するアンケート

や購買動向のデータを大崎市のビッグデータと位置付け古川商工会議所、玉造・大崎両

商工会ホームページに掲載し管内事業者等に周知する。 

 

古川まごころ市 

対象商品 食品等の土産品・特産品等 

場  所 勾当台公園市民広場 宮城県仙台市青葉区国分町３－７ 
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※１０時～１５時の開催時間 

※古川まごころ市とは、大崎市古川の新鮮な野菜や果物、農産加工品を直売。先産    

者の方が心をこめて作った自慢の大根・白菜・自然薯等の野菜や新鮮な野菜から作ら

れる漬物、地元の食材を使った郷土料理やお団子などの食べ物だけではなく、苗木や

草花ポットなども販売。大崎農業改良普及センターの支援により開発された新商品が

出品されることもあり、新たなグルメとの出合いも期待できる。 

 

【サンプル数】  出展事業者各３０サンプル以上 

【調査手段・手法】事前に調査対象事業者のヒアリングを行い、事業者が調査したい商品

に合わせて調査票を作成するとともに、中小企業診断士等の専門家と

経営指導員が展示会等に同行し、来場客に聞き取りのうえ、アンケー

ト票へ記入する。 

【調査テーマ】  消費者ニーズと消費者行動及び社会環境変化における購買動向の変化

について   

【調査項目】   ①属性（居住地、年代）、②商品の認知度、③関心度、④購入意欲（購

入目的）、⑤購入希望価格、⑥来場目的等 

【分析手段・手法】調査結果は、必要に応じて中小企業診断士等の専門家に分析を依頼、

分析結果については、経営指導員等が対象事業者にフィードバックを

行う。 

【分析結果の活用】分析結果は、経営指導員等が当該事業者へ直接説明する形でフィード

バックし、事業計画策定の基礎資料とするとともに、更なる改良等を

行う。 

 

５．経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

古川商工会議所並びに大崎商工会、玉造商工会とも小規模事業者に対して、巡回訪問、窓

口相談により経営分析に関するセミナーの周知や案内送付による情報提供を行い経営状況の

把握と事業計画策定の必要性について周知・啓蒙を進めてきた。これにより小規模事業者持

続化補助金等の各種補助事業申請時や小規模事業者経営改善資金等の金融相談時に実施する

ことが増えている。また、個社の経営課題に対応出来るよう、業種毎の経営実態を把握する

ことや、ヒアリング等により課題解決に向けた経営分析を行ってきたところ、個社が抱える

新たな課題が見えてきており、解決に向けては、これまで以上に高度的・専門的な知識が必

要であることが分かった。 

（課題） 

小規模事業者の現状の財務状況を把握し、経済動向調査等で得た外部情報も踏まえ、経営

状況の分析を行いながら、自社の強み、弱みや外的機会・脅威、財務状況を正しく把握し、

売上の向上や利益率の向上のための事業計画を策定する上での基礎資料となる経営分析を実

施するための支援は行っているものの、相談から補助金申請期間が少ない場合や金融相談で

急を要する場合については簡易的な分析になるなど十分活用できていない場合も散見され

た。 

今後、更なる個社の体質強化へ向けた支援策を導き出すためには、必要に応じて外部専門
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家と連携した上で経営分析を実施し、経営指導員等がフィードバックすることで、個社への

より効果的な支援へ繋がると考えられる。 

 

（２）目標 

支 援 内 容 単位 現行 5年度 6年度 7 年度 8年度 9年度 

経営分析に関する研修会 回 3 3 3 3 3 3 

経営分析 者 182 150 150 180 180 220 

   

（３）事業内容 

  経営状況の把握や経営分析の重要性については、経営指導員等による巡回訪問や窓口相談

の際に勧奨するとともに、経営分析に関する研修会等を開催し、経営状況の分析に取組む小

規模事業者の掘り起こしを行う。 

自社の財務内容や販売する商品、提供するサービスの売れ筋、経営資源や技術ノウハウ、

強み・弱み等について、クラウド型経営支援ツール「ＢＩＺミル」等とローカルベンチマー

ク等を活用しながら経営状況を把握し、経営に対しての課題を抽出、明確化し事業計画の策

定に繋げる。 

  

①経営分析の実施及び実施勧奨のための巡回訪問 

  小規模事業者に対して経営分析の重要性を認識してもらうため、「小規模事業地域経済動向

調査」を実施した小規模事業者や各種支援を継続している小規模事業者に対して、巡回訪

問、窓口相談による各種補助事業及び金融制度の支援時に実施勧奨を行う。また、これまで

の取り組みに加え、経営分析の重要性、必要性について巡回訪問、窓口相談時や発送による

啓蒙を図り掘り起こしを行い、経営に対する経営分析の必要性、重要性を認識してもらい、

経営分析の実施を進めていく。 

    【方  法】巡回訪問時等にチラシ配布による実施勧奨 

          古川商工会議所並びに大崎商工会、玉造商工会の窓口にチラシ設置 

          ホームページにチラシ掲載 

    【内  容】経営分析の必要性、重要性の啓蒙を図り分析希望者を募る。 

          小規模事業者持続化補助金等の各種補助金をチラシに掲載し掘り起こし

のきっかけとなるように掲載する 

    【実施回数】チラシ作成・配布等   年２回 

          巡回訪問による実施勧奨 年２回 

 

 ②経営分析に関する研修会等の開催による事業者の掘り起し 

  小規模事業者を対象とした経営分析に関する研修会を開催し、「企業の健康診断チェックシ

ート」を活用した初歩的な経営分析を行い、自社における現在の経営状況の把握を行うとと

もに、経営分析の目的、手法、活用方法について理解を深め、段階的な研修により経営分析

の必要性と重要性を認識してもらう。 

また、広く経営分析を実施する対象者を募るために、巡回訪問・窓口相談時に普及啓蒙

し、更に、セミナー開催折込みチラシ等での認知度を向上させ、各種補助事業を合せて情報

提供を行うことで経営分析による経営状況の把握の重要性、必要性等と掘り起しを行う。 
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③経営分析の実施 

 現状の分析による財務内容を十分に説明するとともに、更に経営分析の実施を希望する小

規模事業者については、ローカルベンチマークやクラウド型経営支援ツール「ＢＩＺミル」

等を活用しＳＷＯＴ分析及びクロス分析等の手法を用いた経営状況の分析を実施する。これ

により統一的に情報管理が出来るため担当職員の不在時も円滑な支援に繋げられる。 

 

 ④専門家等との連携による支援 

  経営分析を行った結果、抽出された経営における問題、課題については、宮城県よろず支

援拠点やエキスパート派遣事業による専門家等との連携を図り、問題、課題の解決に向け支

援を行っていく。 

     

（４）分析結果の活用 

  経営分析の結果については、実施した小規模事業者に即座にフィードバックし、結果内容に

ついては詳細に説明を行い、今後の支援に備える。また、今後の事業計画策定の基礎資料とし

て活用するとともに、策定後の支援でも活用する。 

  経営分析結果については、経営支援ツール「ＢＩＺミル」等を活用することで職員間の情報

共有を図られ、支援経過についても明確に取りまとめられ、継続的にスムーズな支援できるよ

うな体制を構築できる。 

    

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

  古川商工会議所並びに大崎商工会・玉造商工会とも事業計画策定の意義や重要性の理解を

浸透させ、小規模事業者が事業を持続・成長させていくためには、事業計画の作成が必要不

可欠であり、その重要性を理解して頂くため、経営分析を行った小規模事業者に対して事業

計画策定セミナーや個別相談会を通して、事業計画策定支援を行っている。また、深掘りし

た事業計画策定については、専門家等の支援を頂きながら対応しているものの、金融相談や

各種補助金申請などから事業計画の策定支援を行ってきたため、短期的な事業計画策定とな

り、数年後を見据えた長期的な事業計画策定には至らないものもあった。 

（課題）  

小規模事業者についても社会、経済環境が変化する毎に即座に対応することが重要であ

り、顧客ニーズや自社の強み、弱みを認識するために、内部環境や外部環境を踏まえた上で

の事業計画を策定することが必要である。しかしながら事業計画の重要性を認識していない

事業者も多いため引き続き必要性と重要性の浸透を図ることが必要である。 

また、管内小規模事業者においては、デジタル化やＩＴ化への対応の遅れが生じているこ

とから、今後ＤＸに向けた支援を行うことが必要である。 

更に、創業者については、空き店舗対策も兼ねた空き店舗情報の把握・提供、新規創業者

支援を充実させることが必要であり、事業承継支援については、定期的な事業承継診断を実

施し、定期的な案内送付による事業承継施策の浸透を図り、事業承継・引継ぎ支援センター

等との連携による個別相談会を開催し、今後事業承継に対する相談の増加が予想されている

中で実施してきているが継続的実施が必要となる。これらを踏まえ事業環境と消費者ニーズ

を踏まえた事業計画及び創業計画、事業承継計画策定が求められている。 
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併せて、これまで以上に事業計画策定の意義や重要性の理解を浸透させるため、周知方法

やセミナーカリキュラムの見直し、事業計画を簡易に策定できる（独）中小企業基盤整備機

構による経営計画作成アプリ「経営計画つくるくん」等も活用しながら、事業計画を策定す

る小規模事業者や創業予定者等の掘り起こしを図ることも必要である。 

 

（２）支援に対する考え方 

小規模事業者に対し、事業計画策定の意義や重要性を漠然と述べても、実質的な行動や意

識 変化を促せる訳ではないため、「事業計画策定セミナー」のカリキュラムを工夫するなど

により、５．で経営分析を行った事業者の５割程度／年の事業計画策定を目指す。また、持

続化補助金の申請を契機として経営計画の策定を目指す事業者の中から、実現可能性の高い

ものを選定し、事業計画の策定につなげていく。また、事業計画の策定前段階においてＤＸ

に向けたセミナーを行い、小規模事業者の競争力の維持・強化を目指す。 

 

（３）目標 

項目 単位 実績 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 

① -１事業計画策定セミナー 回 3 3 3 3 3 3 

① -２ 〃  個別相談会 回 3 3 3 3 3 3 

② 事業計画策定事業者数 者 90 75 75 90 90 110 

③ -１創業計画策定セミナー 回 3 3 3 3 3 3 

③ -２ 〃  個別相談会 回 3 3 3 3 3 3 

③ -３創業計画策定事業者数 者 6 4 4 ４ ４ ４ 

④ -１事業承継個別相談会 回 18 12 12 12 12 12 

④ -２事業承継計画策定事業者数 者 １ 1 １ １ １ １ 

ＤＸセミナー 回 1 1 1 1 1 1 

 

 

（４）事業内容 

   小規模事業者が急激に変化する社会、経済環境に対応するため、顧客ニーズや自社の内

部・外部環境を踏まえた「強み、弱み、脅威、機会」等に基づき、自社の事業計画を策定

し、経営に反映させることの必要性や重要性を啓蒙、勧奨し、事業計画の策定を目指す小規

模事業者に対しては「地域の経済動向調査」や「経営状況の分析」に基づき、「需要動向調

査」の情報を活用し、「事業計画策定セミナー」や専門家を交えた「個別相談会」を通じて需

要を見据えた売上・収益の向上に繋がる事業計画の策定支援を行っていくまた、創業・起業

の認定機関として大崎市及び「ＮＰＯ法人未来産業創造おおさき」と連携しながら創業者に

対する事業計画の策定支援を行っていく。 

なお、専門的な問題、課題解決のため「宮城県よろず支援拠点」やエキスパート（専門 

家）、地域の金融機関等と連携し、小規模事業者の持続的な発展に向けた事業計画策定支援を

伴走型支援・助言により行う。 

更に、事業承継支援については、事業承継診断を実施し、定期的な送付による事業承継施

策の浸透を図り、更に事業承継・引継ぎ支援センターとの連携による定期的な個別相談会を

開催し、今後事業承継に対する相談の増加が予想されている中で実施体制の充実を図る。 
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①事業計画書策定支援 

   経営状況分析を行った小規模事業者や商工会クラウド等を利用している小規模事業者等に

ついては、経営分析を行った現状の把握や経営課題が具体的に抽出されていることから、各

種調査関係結果を踏まえ、今後の具体的な目標や目標達成のためのスキーム、利益計画等を

明確に示し、需要を見据えた事業計画の策定を目指す。 

  これらの小規模事業者については、各種補助事業の情報提供や説明を巡回、窓口相談時に

個別的に支援を行うとともに、「事業計画策定セミナー」・「創業計画策定セミナー」や「個

別相談会」への参加を強く勧奨していく。開催内容については事業計画策定の意義や必要性

及び策定の仕方、策定プロセス等が学べる実践的なセミナーを開催するとともに、計画策定

過程での問題、課題を解決するために、専門家や宮城県よろず支援拠点とも連携し、事業計

画を策定する上での助言・立案が行える「個別相談会」を開催し支援を行っていく。 

  また、事業計画を簡易に策定できる（独）中小企業基盤整備機構による事業計画作成アプ

リ「事業計画つくるくん」等の活用についても勧奨する。 

 

①－1 事業計画策定セミナー 

  【募集方法】大崎市広報や古川商工会議所並びに大崎商工会、玉造商工会のＨＰを活用し

管内小規模事業者に対して広く周知し、積極的な掘り起こしを行う。併せて、

古川商工会議所並びに大崎商工会、玉造商工会会員の小規模事業者には郵送等

により案内を送るとともに、巡回訪問や窓口支援を通じ参加勧奨を行う。 

  【実施回数】３回／年 

  【講義内容】専門家対応 

事業計画作成の意義と必要性、策定プロセス、経営環境分析・自社分析、事

業戦略策定手法、活用支援策と具体的申請のポイント   

 

 ①－2 個別相談会 

  【募集方法】大崎市広報や古川商工会議所並びに大崎商工会・玉造商工会のＨＰを活用し

管内小規模事業者に対して広く周知し、積極的な掘り起こしを行う。併せて、

古川商工会議所並びに大崎商工会・玉造商工会会員の小規模事業者には郵送等

により案内を送るとともに、巡回訪問や窓口支援を通じ参加勧奨を行う。 

  【実施回数】３回／年 

  【支援内容】専門家と経営指導員が連携を図り、事業者に対して、経営課題抽出と課題解

決や新たな販路開拓に繋がるよう事業計画策定を支援する。 

   

②創業計画策定セミナーの開催及び創業計画の策定支援 

 創業者及び創業希望者に対しては、「大崎市創業支援等事業計画」（平成２６年３月認定、

平成３０年１２月に計画及び名称変更）に沿って、ＮＰＯ法人未来創造おおさき、古川信用

組合、（株）日本政策金融公庫仙台支店等創業支援事業者と連携して、創業支援等事業者が

実施する創業セミナー、個別相談会等への参加支援及び周知を行う。 

 また、地域における創業者の増加を図るために、創業支援機関並びに地域の金融機関や㈱

日本政策金融公庫仙台支店と連携を図り、創業者の掘り起こしを行うとともに地域内にセミ

ナー開催案内を行いながら創業機運を高めるため、「事業計画策定セミナー」と合わせ「創
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業計画策定セミナー」を開催する。内容は創業計画作成の意義と必要性、策定プロセス、経

営環境分析・自社分析、事業戦略策定手法、活用支援策と具体的申請のポイント、創業に係

る資金の調達方法等を学び、事業計画策定の必要性を捉えるセミナーの内容とする。また、

計画を策定する上での助言・立案が行え、個別の相談にも対応できるよう専門家派遣事業等

を活用しながら個別相談会を開催し支援を行っていく。 

 

 ②－1 創業計画策定セミナー 

  【募集方法】大崎市広報や新聞広告、古川商工会議所並びに大崎商工会・玉造商工会のＨ

Ｐを活用し管内小規模事業者に対して広く周知し、積極的掘り起こしを行う。 

  【実施回数】３回／年 

  【講義内容】専門家対応 

創業計画作成の意義と必要性、策定プロセス、経営環境分析・自社分析、事

業戦略策定手法、活用支援策と具体的申請のポイント 

   

 ②－2 個別相談会 

  【募集方法】創業計画セミナー参加者への参加勧奨し、積極的掘り起こしを行う。 

  【実施回数】３回／年 

  【支援内容】創業者や創業予定者に対して、創業に関する経営課題抽出と課題解決や販路

開拓に繋がるよう創業計画策定を支援する。 

   

③事業承継計画策定支援 

事業承継支援については早急な経営課題との認識が乏しく、健康上の問題が生じた場合に

初めて最優先の経営課題となるケースも多く、事業承継策定支援についても長期間に渡る支

援が必要なことから、具体的な事業承継計画に早期に取り組むため、定期的な巡回訪問・窓

口相談を通して、今後の事業承継について事業承継ヒアリングシートを活用した聞き取りを

行い、事業承継を検討している小規模事業者や具体的な考えはないが事業を続けていきたい

小規模事業者、後継者がない小規模事業者の事業承継潜在意識の掘り起こしを行う。 

また、宮城県事業承継・引継ぎ支援センターと共催による事業承継個別相談会を開催し事

業承継ヒアリングシートによる支援を希望する小規模事業者については参加を促す。更に定

期的な案内とＨＰによる事業承継支援施策の周知を行いながら事業承継の必要性の浸透を図

り、個別相談会への参加取り込みを進め早期の計画策定支援を行う。 

 

 ③－1 個別相談会 

【支援対象】事業承継ヒアリングシートによる支援希望者及び地区内事業承継支援希望者 

【募集方法】事業承継ヒアリングシートによる支援希望聞き取りによる掘り起こしと定期案内

による参加勧奨及び本会ＨＰを活用し管内小規模事業者に対して広く周知し、積

極的掘り起こしを行う。 

【実施回数】１２回／年 

【支援手法】事業承継ヒアリングシート等により早期の掘り起こしを行い、専門家や宮城県事

業承継引継ぎ支援センターとの共催による個別相談会を開催し、問題・課題の抽

出を行い、関係機関との連携による継続的な支援により事業承継計画策定に繋げ

る。 
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④「ＤＸセミナー」の開催  

 ＤＸに関する意識の醸成やＩＴ基礎知識を習得するため、ＤＸセミナーを開催する。セミ

ナー内容はＩＴ化からＤＸ化へ向けたＤＸセミナーとし、ＳＮＳ等による自社商品のＰＲを

進めながら販路開拓に伴うＤＸ化を進める。また、各事業者に合わせた需要開拓に繋げるた

めＳＮＳやＨＰ作成サイト「グーペ」等の運用が継続的に図られるよう巡回訪問や窓口相談

を通して支援を行うとともに、継続的な運用を行う事業者に対して運用支援とＤＸを踏まえ

た事業計画策定を進める。また、経営環境の急激な変化に対応出来るよう専門家や宮城

県よろず支援拠点等との連携による支援を行い新たな需要開拓に繋げる。 

 

④－1 ＤＸセミナー 

 【募集方法】大崎市広報や古川商工会議所並びに大崎商工会・玉造商工会のＨＰを活用し管内

小規模事業者に対して広く周知し、積極的な掘り起こしを行う。併せて、古川商工会議所並び

に大崎商工会・玉造商工会会員の小規模事業者には郵送等により案内を送るとともに、巡回訪

問や窓口支援を通じ参加勧奨を行う。 

 【実施回数】１回／年 

 【講義内容】専門家対応 

ＤＸの概要、ＤＸの経営戦略、活用できる支援策、ＳＮＳを活用した情報発信

と活用戦略、ＥＣサイト方法、ＩＴ機器操作スキル等 

  

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

これまでの事業計画策定後の実施支援については、巡回訪問や窓口相談の中で策定した事

業計画における進捗状況の把握を行い計画に沿って実行されているか、課題は解決されてい

るか、売上や収益向上に繋がっているか、ＰＤＣＡサイクルによる実行支援により、状況に

応じた必要な支援を行っている。専門的な課題解決には宮城県商工会連合会サポーティング

リーダー、宮城県よろず支援拠点、専門家と連携し支援を行ってきた。 

（課題） 

  事業計画策定後の実施支援については、策定した事業計画における進捗状況把握や課題に

ついて各担当者が日々の支援から事業実態を把握しているものの一部で情報共有化がなされ

ていないケースが見受けられた。また、各種補助金事業や金融支援を目的とした事業計画策

定支援が中心であったこともあり各種施策の活用時や補助金実績報告に支援が集中してしま

うなど定期的なフォローアップが不十分であることも課題である。 

  更に、個々の事業者に対する進捗状況の確認が中心となり、フォローアップという観点か

らは十分ではなかったため、個々の事業者に対して、事業計画策定後の進捗状況に合わせた

フォローアップを定期的に行ない、目標と現状のズレや、新たに生じた経営課題等の解決に

向け支援が必要である。 

 

（２）支援に対する考え方 

  自走化を意識、経営者自身が「答え」を見出すこと、対話を通じてよく考えること、経営

者と従業員が一緒に作業を行うことで、現場レベルで当事者意識を持って取り組むこと等、
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計画の進捗フォローアップを通じて経営者へ内発的動機づけを行い、潜在力の発揮に繋げ

る。事業計画を策定したすべての事業者を対象とするが、事業計画の進捗状況や事業者の課

題等により、巡回訪問・窓口相談を増やして集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と

判断し巡回訪問・窓口相談を減らしても支障がない事業者を見極めた上で、フォローアップ

を行う。 

 

（３）目標 

支 援 内 容 単位 実績 5年度 6年度 7 年度 8年度 9年度 

事業計画策定後のフォロー

アップ対象事業者数 
（四半期に一度） 

（毎月一回） 

（創業者・事業承継者） 

者 

 

80 

 

75 
（65） 

（5） 

（5） 

 

75 
（65） 

（5） 

（5） 

 

90 
（80） 

（5） 

（5） 

 

90 
（80） 

（5） 

（5） 

 

110 
（100） 

（5） 

（5） 

頻度（延べ回数） 
（四半期に一度） 

（毎月一回） 

（創業者・事業承継者） 

回 253 

340 
（65×4） 

（5×12） 

（5×4） 

340 
（65×4） 

（5×12） 

（5×4） 

400 
（80×4） 

（5×12） 

（5×4） 

400 
（80×4） 

（5×12） 

（5×4） 

480 
（100×4） 

（5×12） 

（5×4） 

売上増加等の目標事業者数 者 － 8 9 9 9 11 

利益率３％以上増加の事業

者数 
者 － 8 8 9 9 11 

 

（４）事業内容 

   事業計画策定後は、定期的な巡回訪問及び窓口相談等を行い、事業計画が計画どおり着

実に実行されているかなどの進捗状況を定期的かつ継続的に確認し、フォローアップを行

い、対話と傾聴から内発的動機付けを進め、自走化に向けた支援を行う。 

その頻度については、事業計画策定事業者毎に、四半期に一度をベースとして、事業者

の申し出により臨機応変に対応する。なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画とのズレ

が生じていると判断する場合には、他経営指導員等や外部専門家などの視点を投入すると

ともに、対話と傾聴の中から小規模事業者が気づきによる内発的動機付けと当該のズレの

発生の要因及び今後の対応策を検討の上、毎月一回巡回訪問等を行うなどフォローアップ

の頻度の変更等を行う。 

 

①事業計画策定後のフォローアップの実施 

事業計画を策定した小規模事業者に対して４半期ごとの定期的な巡回訪問及び窓口相談

等を行い、策定された事業計画が計画どおり実行されているかなどの進捗状況を確認し、

事業計画策定で抽出された問題、課題が解決されているか、売り上げや利益の向上に結び

ついているか、新たな問題、課題点などをＰＤＣＡサイクルの実行により伴走型な支援を

行っていく。また、専門的な問題や課題解決のため宮城県よろず支援拠点、専門家、地域

金融機関等と連携し、課題解決のための支援を行うとともに事業計画推進に必要な支援・

助言を行う。更に、ＢＩＺミル等を活用し、計画及び支援に係る定性的な進捗状況の記録

を行うとともに売上・利益状況の定量的な情報も合わせて記録する。これにより情報の可
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視化を進めることで、職員間での情報を共有することによりチーム支援を進めるとともに

小規模事業者を支援する上での基礎資料として活用できるよう蓄積する。 

 

②創業者の事業計画策定後のフォローアップ 

 創業計画を策定したすべての事業者や創業希望者については、開業までの間、様々な問

題・課題などが予想されることから、相談時から開業１月程度前までは月１回の巡回訪問・

窓口相談を行い、各種手続きや計画における資金の調達、販路の開拓、人材の育成といった

様々な面からの支援を伴走型で行っていく。また、創業後事業計画を策定した事業者につい

ては、四半期に１回の巡回訪問・窓口相談を行い、開業後の事業の進捗状況の把握を行うと

ともに、創業後の問題、課題については、宮城県よろず支援拠点、専門家、宮城県商工会連

合会サポーティングリーダー等と連携し、課題解決のための支援を進めながら、事業の推進

に必要な支援・助言を行う。更に、ＢＩＺミル等を活用し、計画及び支援に係る定性的な進

捗状況の記録を行うとともに売上・利益状況の定量的な情報も合わせて記録する。これによ

り情報の可視化を進めることで職員間での情報を共有によるチーム支援を進めるとともに小

規模事業者を支援する上での基礎資料として活用できるよう蓄積する。 

 

③事業承継計画策定後のフォローアップ 

事業承継計画を策定したすべての事業者を対象者とし、四半期に１回の巡回訪問・窓口相

談を行い、事業承継後の事業計画の進捗状況の把握を行う。また、事業承継に対する新たな

問題、課題については、宮城県事業承継・引継ぎ支援センター、宮城県よろず支援拠点、専

門家等と連携し、課題解決のための支援を行うとともに事業の推進に必要な支援・助言を行

う。更に、ＢＩＺミル等を活用し、計画及び支援に係る定性的な進捗状況の記録を行うとと

もに売上・利益状況の定量的な情報も合わせて記録する。これにより情報の可視化を進める

ことで職員間での情報を共有することでチーム支援を進めるとともに小規模事業者を支援す

る上での基礎資料として活用できるよう蓄積する。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

古川商工会議所 

 （現状） 

  当所ではこれまで、関係機関および各専門家と連携しながら、「伊達な商談会ｉｎＯＳＡＫ

Ｉ」・「おおさき産業フェア」などの商談会や展示会への出展支援、ＨＰ・ＳＮＳを活用した広

告強化に関する支援、当所会報誌での事業者紹介による販路拡大支援などを行ってきた。   

 （課題） 

  出展や広告宣伝後の効果について十分に検証できていなかったため、効果を実感できずに

いる事業者も多かった。また、出展する事業者が固定化しており、新たな事業者の開拓への取

り組みが不足していた。 

大崎商工会・玉造商工会 

（現状） 

宮城県商工会連合会が主催する「みやぎの“ちょっとイイもの”食の商談会」をはじめ、

各種商談会及び展示会への出店勧奨を行うとともに商談前ＦＣＰシートの作成から商品改

良に伴う支援を実施してきた。しかしながら各種商談会等が新型コロナウイルスの影響によ
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り中止され管内事業者は新たな販路開拓が停滞している。また、全国商工会連合会運営のＥ

Ｃサイト「ニッポンセレクト．ｃｏｍ」へ食料品製造業及び非食料品製造業者の出店勧奨を

行うとともに全国商工会連合会とＨＰ運営会社ＧＭＯぺポパ（株）が連携しているＨＰ作成

サイト「グーペ」の利用勧奨を進め、自社ＨＰを有していない小規模事業者に対して登録勧

奨を進めている。また、ＳＮＳの活用による販路開拓とＩＴ化を進めるためＩＴセミナーを

開催している。 

（課題） 

宮城県商工会連合会や商工会等が主催する商談会や展示会等において出店に関する周知は

巡回訪問や窓口支援で行っていたものの更なる後押しをすることがなく留まっているケース

もあった。また、出店する際の広報・展示等事前準備や商談会時の商品の強みを活かしたＰ

Ｒ方法や商談後のフォローアップが不十分であった。更にＩＴセミナーを開催しＳＮＳの活

用方法や運用方法など理解は示しているものの継続的利用を欠いている状況になっている。 

更に、商談会出展及び各ＥＣサイトへの出品に際しては消費者の認知度向上が重要である

が、充分とは言えず、決定的な販路の開拓と売れる商品の開発までには至っていない。伝統

的工芸品等については依然として購買力の低下が見られる。また、観光客の減少等により食

品等土産品や特産品を取り扱っている事業者も影響が出ている。こうしたことから、消費者

に商品を知ってもらうきっかけ作りを積極的に行うことが必要である。 

 

（２）支援に対する考え方 

 商工会が自前で展示会等を開催するのは困難なため、宮城県商工会連合会等が主催する商

談会や展示会等に出展を目指すとともに、大崎市主催の「古川まごころ市」等への出店を行

う。出店に当たっては経営指導員等が事前・事後等の出展支援を行うとともに出店期間中に

は、陳列、接客等、きめ細かい伴走支援を行う。また、「古川まごころ市」市等への出店の際

は、事前に調査したい商品を選定し、選定した商品の消費者購買動向調査を実施する。調査

結果については専門家等を交え経営指導員等が分析を行い、結果を事業者にフィードバック

し、商品のブラッシュアップに繋げる。 

 ＤＸに向けた取り組みとして、データに基づく顧客管理や販売促進、ＳＮＳ情報発信、Ｅ

Ｃサイトの利用推進等、ＩＴ活用による営業・販路開拓に関するＤＸセミナーや相談対応を

行い、理解度を高めた上で、導入にあたっては必要に応じてＩＴ専門家派遣等を実施するな

ど事業者の段階に合った伴走型の支援を行う。 

 

（３）目標 

目標 単位 現行 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 

①商談会への出展事業者数 者 3 3 3 3 5 5 

成約件数／者 件 － 1 1 1 1 1 

① 古川まごころ市等出店 

事業者数 
者 － 6 6 6 9 9 

出店者売上額／者 万円 － 3 3 3 5 5 

② ＨＰ・ＳＮＳ・ＥＣ 

サイト活用支援事業者数 
者 － 10 10 10 10 10 

売上増加率／者 ％ － 5 5 5 5 5 
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（４）事業内容 

 消費者購買動向調査で得た消費者ニーズに基づき、地域ブランド商品の改良や新商品開発に

取り組む食品製造業者の支援を行い、仙台商工会議所主催の「伊達な商談会」や宮城県商工会連

合会が主催する「みやぎのちょっとイイもの“食の商談会”」等への出展勧奨を行い、出展する

場合は、経営指導員等が事前準備から事後フォローまで伴走支援を行う。 

また、出展時には経営指導員等が帯同しながら、陳列方法や自社製品の魅力と強みを活かした

商品ＰＲが行えるよう接客指導とバイヤーからの出展商品への意見の収集や時流を捉えたトレ

ンド調査等を行うことで、新たな魅力ある商品の開発・改良と販路開拓を行う。 

 更に、ＳＮＳ等による自社商品のＰＲを進めながら各事業者に合わせたＩＴ化を図るため、Ｄ

Ｘセミナーを開催するとともに需要開拓につながるようＳＮＳ等を活用し継続的に運用が図ら

れるよう進めるために、継続的な運用を行う事業者に対してＤＸを踏まえた事業計画策定を進

め、高度な案件については専門家等と連携し伴走型の支援を行い新たな需要開拓に繋げる。 

 

①「伊達な商談会」、「みやぎの“ちょっとイイもの”食の商談会」、[商工 3団体共催による展示・

販売会」等による販路開拓支援 

   仙台商工会議所主催の「伊達な商談会」や宮城県商工会連合会が主催する「みやぎの“ち

ょっとイイもの”食の商談会（百貨店、スーパー、高速道路ＳＡ出店事業者などストアグレ

ードを問わずにバイヤーとして参加）」、大崎市主催の「古川まごころ市」等への出店勧奨や

他団体が主催する商談会、展示会等への出店勧奨も行う。これらに出展する際は、経営指導

員等がＦＣＰ商談シート等の事前準備から事後フォローまで一貫して支援を行う。また、

「商工 3団体共催による展示・販売会」等へ出展する際は経営指導員等が帯同しながら、バ

イヤーに対しての魅せる陳列や自社製品の魅力と強みを活かした商品ＰＲによる接客指導

とバイヤーからの出展商品への意見の収集や時流を捉えたトレンド調査を行うことで、商品

改良を加え新たな魅力がある商品開発と販路開拓を行う。 

   

  ①－１出展前支援 

巡回訪問・窓口相談等を通して、新商品の開発に取り組む食品製造業者等に対して、商品

ニーズを捉え年齢層や性別などのターゲットを絞り、ＦＣＰ商談シートの作成支援を行う。 

また、バイヤーに対して商品の利用シーンや利用方法など具体化した提案や製造工程・生

産ロットや自社での強みを踏まえた商品製造方法等わかりやすいＦＣＰ商談シートの作成

を行い、魅せる商品の陳列方法について専門家等と連携を図りながら提案を行い商談成約率

の向上を目指す。 

更に事前にバイヤーが望む商品について主催者側からの情報収集を図り、得た情報を出店

事業者と情報を共有し、商談時に想定される課題について改善を図る。 

 

  ①－２出店時支援 

商談会や展示会などに参加する事業者に帯同し、陳列方法や自社製品の魅力と強みを活か

した商品ＰＲ、接客についての最終確認を行い、バイヤーからの出展商品への意見収集、バ

③ -1 ふるさと納税寄付金 

制度利用事業者数 
者 3 3 3 3 3 3 

売上増加率／者 ％ － 5 5 5 5 5 
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イヤーが望む商品、時流を捉えたトレンド調査を行う。 

 

  ①－３出店後支援 

商談会や展示会終了後、商談会でバイヤーから得た意見や望む商品について、出店事業者

と個別相談を行い、バイヤーが望む商品に近づけるため自社商品を改良することが可能か等

について調整を図る。 

更に、事業者からの商品改善の要望がある場合については、専門家や宮城県よろず支援拠

点等と連携を図りながら商品の改良を進め、早期の段階で商談したバイヤーに対してアクシ

ョンを起こし、商談会等での御礼を含め、バイヤーからの頂いた意見収集と望む商品に対す

る自社の商品改善について再度バイヤーに提案を行う。 

  

②地域資源を活用した食品製造業者や観光関連事業者等に対するＩＴ活用支援 

   食品製造業者等に対して、ＤＸを盛り込んだ事業計画策定支援を進めるため、メディア媒

体の活用等による認知度の向上を図り、ＳＮＳ等による自社商品のＰＲを行う。また、各事

業者に合わせた販路開拓とＩＴ化を進めるため、ＤＸ・ＩＴ化を踏まえたＩＴセミナーを開

催するとともに需要開拓に繋げるためＳＮＳやＨＰ作成サイト「グーペ」等の継続的に運用

が図られるよう継続的な運用を行う事業者に対して運用支援とＤＸを踏まえた事業計画策

定を進め、ビジネス環境の激しい変化に対応し、優位性を確立することが出来るよ

う専門家や宮城県よろず支援拠点等との連携による支援を行い新たな需要開拓に繋げる。 

  

  ③-１“ＤＸ化”を踏まえたＤＸセミナーの開催と販路開拓事業の実施 

ＳＮＳ等による自社商品のＰＲや各事業者に合わせた販路開拓とＩＴ化を進めるため、Ｄ

Ｘ・ＩＴ化を踏まえたＤＸセミナーを開催するとともに需要開拓に繋げるためＳＮＳやＨＰ

作成サイト「グーペ」等の継続的に運用が図られるよう事業者に対して運用支援とＤＸを踏

まえた事業計画策定を進め、新たな需要開拓に繋げる。 

  

 ③-２「ふるさと納税寄付金制度」を活用した販路開拓・売上拡大支援 

大崎市においても一定の成果をあげている「ふるさと納税寄付金制度」を活用し、当地域

の事業者や地域の逸品の知名度向上を図り、小規模事業者の販路および売上拡大へつなげる

ことを目的とした支援を行う。 

 

Ⅱ.経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

古川商工会議所 

 毎月開催する経営支援会議において、事業の進捗状況を確認しながら計画を実行し、外部有識

者及び支援機関５名による年１回の事業評価検討委員会を開催。各年度事業内容、事業進捗状

況報告、事業報告、成果の評価、見直しを行っている。 

 大崎商工会  

  毎月開催する経営支援会議において、事業の進捗状況を確認しながら計画を実行し、外部有
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識者２名、大崎市産業経済部産業商工課、商工会会長、小規模事業者２名による前期・後期の

年２回の事業評価検討委員会により各年度事業内容、中間事業進捗状況報告、事業報告、成果

の評価、見直しを行ってきた。 

 玉造商工会 

  毎月開催する経営支援会議において、事業の進捗状況を確認しながら計画を実行。また、経

営発達支援事業評価委員会を設置し年３回開催。１回目は当年度の事業計画を理解頂き、２回

目は遂行状況について説明報告し、３回目に当年度の事業に対し評価頂いている。評価は、定

量的目標に対するものと、定性的なものとして各項目に対しコメントを頂いている。評価結果

をまとめ、年１回ホームページへ掲載し周知を図っている。 

（課題） 

  古川商工会議所では進捗状況の把握と確認、事業報告、成果の評価、見直しを年１回の「事

業評価委員会」で図ってきた。経営発達支援計画の実施状況について、適正な目標数値の妥当

性の検証をする状況になっていないこと。また小規模事業者への伴走型支援はヒアリング能

力と根気力が必要であり、定量評価と合わせて、定性面の評価制度が必要である。 

  大崎商工会、玉造商工会では、進捗状況の把握と確認、事業報告、成果の評価、見直しを

年２回の「事業評価委員会」で図ってきたが、１回目の事業評価委員会については、事業の

中間進捗状況の評価を行っているが中間評価ということで評価結果が未確定であり、事業の

実施のタイミングにより実績がないものも見受けられ評価を判定するのが難しい。また、経

営発達支援計画の実施状況について、適正な目標数値の妥当性の検証をする状況になってい

ないため、具体的な支援内容が理解できる報告に変更し、定量的な指標を持って評価を行う

ことが出来る仕組みが必要である。 

 

（２）事業内容 

①法定経営指導員による実施方法及び事業進捗状況の管理 

大崎市産業経済部産業商工課、古川商工会議所、大崎商工会、玉造商工会が共同して計画

を策定し、計画に基づいた事業を進めるため、経営支援連絡会議を組織し、計画内容の進捗

状況管理や経営支援ノウハウの共有化を進め、連携を図りながら事業を実施する。また、本

会議の統括責任者には法定経営指導員を置き、全職員体制で本事業を実施するとともに宮城

県商工会連合会や宮城県事業承継・引継ぎ支援センター等の支援機関と連携し本事業を実施

する。   

 

②事業評価委員会による事業内容・成果の評価・検証見直しの検討 

   古川商工会議所、大崎商工会、玉造商工会から役員等各１名の他に大崎市産業経済部産業

商工課長、法定経営指導員、外部有識者として中小企業診断士等の専門家や日本政策金融公

庫仙台支店国民生活第二事業融資第二課長等をメンバーとして、経営発達支援事業評価委員

会を設置し年１回開催、経営発達支援事業の事業報告及び評価基準について理解した上で評

価頂く。 

   評価頂いた内容は、大崎市業経済部産業商工課担当職員並びに古川商工会議所、大崎商工

会、玉造商工会の事務局長と経営指導員等が参加する経営支援連絡会議で協議し、次年度計

画の改善提案、評価内容を検討する。 

 

③理事会等での報告及び見直し案の承認 
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  経営発達事業評価委員会の評価・検証・見直しについては理事会等（年１回）に報告し承認

を得る。 

 

④事業評価及び見直し結果の公表 

理事会等で承認された事業の成果・評価・見直し等の結果については、会員・非会員を問

わず広く地域の小規模事業者に公表することを目的に、年１回古川商工会議所・大崎商工

会・玉造商工会のホームページ（古川商工会議所 http://www.furukawa-cci.or.jp、大崎

商工会 http://www.oosaki.miyagi—fsci.or.jp、 

玉造商工会 http://www.tamadukuri—fsci.jp ）に結果を掲載し、常に地域の小規模事業者が閲

覧可能な状態とする。 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

  古川商工会議所の資質向上の取組では、宮城県商工会議所連合会主催の経営指導員向け研

修会が年１回、補助員・記帳専任職員向け研修会が年１回行われる。その他、全国中小企業相

談所長会議において情報共有を行い最新の支援プログラムに関し研修が行われている。また、

主任以上の経営指導員においては、年１回小規模事業指導研究会において、より高度な支援を

行うための研修を実施している。融資関係では、日本政策金融公庫とのマル経協議会におい

て、地域の融資情報の交換、日本商工会議所主催による各研修会に積極的に参加している。更

に、毎月開催している所内「経営支援会議」において、経営指導員間の情報共有を図っている。 

  大崎商工会、玉造商工会の経営指導員等の資質向上の取り組みでは、宮城県商工会連合会等

が主催する小規模企業支援能力研修会や関係機関が主催する業務担当者研修会等を受講し、

支援能力向上を図ってきた。 

また、毎月開催している「経営支援会議」において、事務局長、経営指導員等間の情報共有

は図り、更に毎月開催する職員会議等で情報共有を図ってきた。 

（課題） 

  経営指導員等の資質向上の取組みは、宮城県商工会議所連合会及び宮城県商工会連合会が

主催する小規模企業支援能力研修会等で支援知識の習得に努め、更には経営支援会議等での

情報共有を図ったものの一般職員への情報共有は必ずしも徹底されていなかった。 

地域を取り巻く経済環境の激変により経営課題についても、より多様化、高度化する支援が

求められており、ＩＴ化への支援とＤＸを踏まえた支援が求められているものの、指導経験や

自己研鑽による支援スキルを有している職員との支援に格差が出ており支援にムラが出てし

まうため、底上げを行い支援能力の向上が必要である。 

 

（２）事業内容 

課題解決のため、従来の労務指導、金融指導、記帳指導、税務指導に加え、小規模事業者の

売上、収益向上・確保に繋がる支援ノウハウの習得について積極的に進める。 

また、他職員等が培った支援ノウハウや収集した情報については、対面型でのＯＪＴの他、

組織内のグループウェアネットワークを活用し、全職員が活用・閲覧できるよう情報共有化を

進める。 

更に、ＩＴ化とＤＸ推進に向けたセミナーや事業計画策定セミナー等や外部機関主催のセミ
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ナーについても積極的に職員の受講を行い、小規模事業者支援能力の向上に努める。 

 

①外部講習会等の積極的活用 

  経営指導員及び一般職員の支援能力の一層の向上のため、以下の課題別研修へ計画的に経

営指導員等を派遣する。 

 

②ＯＪＴ制度の導入 

 支援経験の豊富な経営指導員と一般職員とがチームを組成し、巡回指導や窓口相談の機会を

活用したＯＪＴを積極的に実施し、組織全体としての支援能力の向上を図る。 

 

③定期ミーティング等の開催 

 ③－１ 団体ごとに経営支援会議等の開催による支援能力向上と情報共有 

経営指導員相互の指導能力の向上を図るため、毎月１回事務局長・経営指導員等の参加によ

る経営支援会議等を開催し、小規模事業者の支援状況及び支援ノウハウや課題・提案について、

チーム支援による課題認識・課題解決に向けた研究を行い、支援スキルの向上を図る。 

更に、経営支援会議で研究を行った支援ノウハウや課題・提案事項について団体ごとのネッ

トワークシステムとＢＩＺミル等を活用し経営カルテに記録しデータベース化することで、各

事業者への支援内容等の共有化を図る。 

  

③－２ 大崎市と古川商工会議所並びに大崎商工会、玉造商工会の経営支援連絡会議開催に

よる情報共有 

  経営指導員相互の指導能力の向上を図るため、大崎市担当課と経営指導員等の参加による

連絡会議を開催し、小規模事業者の支援状況及び支援ノウハウや課題・提案について、課題認

識・課題解決に向けた研究を行い、支援スキルの向上を図る。 

 

④ＤＸ推進に向けたセミナーの開催による支援スキル習得とノウハウの共有 

  地域の事業者のＤＸ推進について、セミナーを開催し、小規模事業者へのニーズに合わせた

相談・指導能力の向上を図り、全職員のＩＴスキルを向上させるため積極的にセミナーに参加

する。 

 〇ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取り組み 

職種 課題別研修内容 

経営指導員 

・新たな需要開拓による売上・利益の確保を図るための支援能力 

・小規模事業者の経営環境、経営状況を分析し、経営課題の抽出、課題解決 

の方策を提案する能力 

・計画の検証と軌道修正できる能力 

・支援内容にあった専門家を有効に活用できる能力 

・中小企業診断士資格試験研修 

・オンラインによる経営指導方法に関する能力 

事務局長 

補助員 

記帳専任職員 

・上記全般に対する経営指導員をサポートする能力 

・軽微な経営課題に対しある程度解決策の方向性を提案する能力 

・小規模事業者の相談内容を捉え、経営指導員に明確に繋ぐ能力 
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  （業務効率化） 

   キャッシュレス決済システム、クラウド会計システム、電子マネー商取引システムツー

ル、補助金電子申請システム、情報セキュリティ対策、ＩＴ機器操作スキル等 

  （販路等需要開拓） 

   ＨＰ・ＳＮＳによる自社ＰＲ・情報発信・運用、ＥＣサイト・ＥＣモール構築・運用、オ

ンライン展示会等 

 

⑤外部セミナーの積極的活用と専門家支援の帯同による支援能力向上 

  東北経済産業局、宮城県、大崎市、中小企業基盤整備機構、宮城県商工会連合会等が主催す

るセミナーに、全職員が積極的に参加することによりＩＴスキル等を向上させ、小規模事業者

へのＩＴ化・ＤＸの推進に向けた支援を行う。 

  また、宮城県商工会連合会の専門家派遣事業等を活用し、専門家と帯同し小規模事業者への

支援スキルやノウハウ・指導手法等について習得に努める。 

 

⑥データベース化 

  担当経営指導員等がＢＩＺミル等へのデータ入力を適時・適切に行い、支援中の小規模事業

者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担当外の職員でも一定レベル以

上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを蓄積し組織内で共有することで支援

能力の向上を図る。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

                           （令和４年１１月末日現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発

達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体

制 等） 

大崎市産業経済部産業商工課・古川商工会議所・大崎商工会・玉造商工会が共同して計画を策定

し、計画に基づいた事業を進めるため、経営支援連絡会議を組織し、計画内容の進捗状況管理や経

営支援ノウハウの共有化を進め、連携を図りながら事業を実施する。また、本会議の統括責任者に

は法定指導員を置き、全職員体制で本事業を実施するとともに宮城県商工会連合会や宮城県事業

承継・引継ぎ支援センター等の支援機関と連携し本事業を実施する。 

担当事業 職務・役割 統括責任者（主担当） 担当者 

個者支援 経営分析等のた

めの巡回訪問・窓

口指導 

セミナー及び研

修会開催 

情報の提供 

事業計画書の策

定支援 

事業計画書の実

施支援 

販路開拓支援 

（古川商工会議所） 

法定経営指導員 

 

（古川商工会議所） 

・中小企業相談所  経営指導員  ４名 

補助員    ２名 

記帳専任職員 １名 

（大崎商工会） 

・経営支援課     経営指導員  ６名 

補助員    １名 

記帳専任職員 ４名 

（玉造商工会） 

 ・経営支援課   経営指導員  ４名 

補助員    ２名 

地域支援 地域資源を活用

した地場産品等

の販路開拓支援 

 

 

 

（古川商工会議所） 

法定経営指導員 

 

（古川商工会議所） 

 ・中小企業相談所 経営指導員  ４名 

補助員    ２名 

記帳専任職員 １名 

（大崎商工会） 

・経営支援課   経営指導員  ６名 

補助員    １名 

記帳専任職員 ４名 

（玉造商工会） 

 ・経営支援課   経営指導員  ４名 

補助員    ２名 

評価・見直

し 

 （古川商工会議所） 

法定経営指導員 

 

（古川商工会議所） 事務局長   １名 

・総務管理部   部員     ６名 

          

（大崎商工会）   事務局長   １名 

・総務課     補助員    １名 

         記帳専任職員 １名 

（玉造商工会） 

事務局長    1名 

 ・総務課     記帳専任職員  2名  
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○古川商工会議所 

 

 

 

 

 

 

 

○大崎商工会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○玉造商工会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局長（総括） 

鹿島台支所       三本木支所 

経営指導員  １名    経営指導員  １名 

補助員    １名   記帳専任職員 １名 

松山支所        田尻支所 

経営指導員  １名   経営指導員 １名 

記帳専任職員 １名   記帳専任職員  １名 

経営支援課（本所） 

経営指導員   ２名 

記帳専任職員  １名 

 

総務課（本所） 

課長（事務局長兼務）１名 

補助員       １名 

記帳専任職員    １名 

 

実 施 体 制 

事務局長（総括） 

総務管理部 

部長  １名  課長  １名 

係長  ２名  部員  １名 

調査役 １名 

 

中小企業相談所 

法定経営指導員  １名 

経営指導員    ４名 

  補助員    ２名 

記帳専任職員   １名 

事務局長（総括） 

経営支援課（本所） 

経営指導員   ２名 

補助員   ２名 

鳴子事務所 

経営指導員   ２名 

総務課（本所） 

課長（事務局長兼務）１名 

記帳専任職員    2 名 

 

組 織 体 制 

経営支援連絡会議 

構成員  古川商工会議所（法定経営指導員・経営指導員） 

大崎商工会・玉造商工会（経営指導員）・大崎市 

実施数  年４回（四半期１回程度） 

協議内容 経営発達支援事業進捗状況・支援情報と支援ノウハウの共有     

 

大崎市 

産業経済部 

産業商工課 
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（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

 ■氏 名： 小島 茂 

  ■連絡先： 古川商工会議所 ＴＥＬ0229-24-0055 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

  経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた新強く管理、事業の評

価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

  〒989-6166  宮城県大崎市古川東町５番４６号 

         古川商工会議所 中小企業相談所 

         TEL：0229-24-0055 / FAX：0229-24-2820 E-Mail：cci_furu@wish.ocn.ne.jp 

  〒989-6321  宮城県大崎市三本木字しらとり３番地の７ 

         大崎商工会 経営支援課 

TEL：0229-52-2272 / FAX：0229-52-6847 E-Mail：oosakis1@feel.ocn.ne.jp  

  〒989-6435  宮城県大崎市岩出山字浦小路４０番地の５ 

         玉造商工会 経営支援課 

TEL：0229-72-0027 / FAX：0229-72-0097  E-mail:iwade@cocoa.ocn.ne.jp 

  

②関係市町村 

 〒989-6188  宮城県大崎市古川七日町１番１号 

         大崎市 産業経済部 産業商工課 

TEL:0229-23-7091 FAX:0229-23-7578 E-Mail：shoko@city.osaki.miyagi.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

  
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

必要な資金の額 ２，７５０ ２，７５０ ２，７５０ ２，９５０ ２，９５０ 

  

○評価委員会運営費 

○専門家派遣費 

○セミナー開催費 

○チラシ作成費 

○システム利用料 

○出店費 

○委託費 

○雑役務費 

  

  

５０ 

４００ 

９００ 

１００ 

５００ 

３００ 

３００ 

２００ 

  

５０ 

４００ 

９００ 

１００ 

５００ 

３００ 

３００ 

２００ 

  

５０ 

４００ 

９００ 

１００ 

５００ 

３００ 

３００ 

２００ 

  

５０ 

４００ 

９００ 

１００ 

５００ 

５００ 

３００ 

２００ 

  

５０ 

４００ 

９００ 

１００ 

５００ 

５００ 

３００ 

２００ 

  

       

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入・大崎市補助金・宮城県補助金 等 

  

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

「特別の連携なし」 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 
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